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犯罪被害者等の数
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 犯罪被害者“等”とは、被害者及びその家族又は遺族を指す

認知件数の何倍もの対象者が存在することになる。

 犯罪の認知件数と実際は異なる
警察への通報率：交通事故（91.1％）、殺人・傷害（48.8％）、児童虐待（5.0％）、DV（9.6％）、

性的な被害（20.1％） （※１）

‶犯罪と認知されていない犯罪″も多数ある（いじめ、ハラスメント、ヘイトクライム等）（※2）

事実１

刑法犯総数（警察庁） 817,338 件 (H30) ▼

（凶悪犯の強制性交等の件数のみ増加△）

交通事故発生件数（警察庁） 430,601 件 (H30) ▼

児童虐待通告児童数（警察庁） 80 ,252件（H30）△

DV相談件数（警察庁） 77,482件（H30）△

(※１）警察庁(2018)平成29年度犯罪被害類別調査調査結果報告書
（※2） Are You Okay？：A Practical Guide to Helping young Victims of Crime Pete Wallis (2010) Jessica Kingsley Publishers

事実2

１．心身の不調

２．生活上の問題 ４．加害者からの更なる被害

５．捜査・裁判に伴う様々な問題（負担）

事件

事
件
の
影
響

３．周囲の人の言動による傷つき

内閣府：犯罪被害者支援ハンドブック・モデル案（2009）

「二次被害」：被害者についての無理解や偏見などが原因となって、被害者がその心身
に傷 を受けること。
「再被害」：一次被害の加害者から再び被害を受けること。

諸澤英道:『被害者学』(2016)

事件事故から3ヶ月以降は、時間が経つにつれて、精神正
常の割合が増えていく。（χ2検定,p=0.000）

13% 14% 19%
28%

38%
30% 25%

57%
50% 25%

29%
30%

30%

31%
32%

54%

16%

50%
63% 58%

51%
42%

31%
38%

21% 27%

精神正常 軽度精神障害 重度精神障害

4

精神的問題：K6（メンタルヘルス状態）の結果
（N=511）

被害者調査の結果から見えてきた実態

詳細：大岡他「犯罪被害者等の実態から見えてくる暮らしの支援の必要性」 「厚生の指標」第63巻第11号，2016年9月

事件後の社会生活の状況
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事件後の社会生活（％）

有 無

事件事故後に、頻繁の欠席となった者は半数に上り、休学／休
職となった者も3割、退学／退職の結果となった者は1割存在し
た。

被害者調査の結果から見えてきた実態

詳細：大岡他「犯罪被害者等の実態から見えてくる暮らしの支援の必要性」 「厚生の指標」第63巻第11号，2016年9月

事件後の生活継続困難
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特に困った家事等（N=234）

通院、買い物といった家事等で困っていた。
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被害者調査の結果から見えてきた実態

詳細：大岡他「犯罪被害者等の実態から見えてくる暮らしの支援の必要性」 「厚生の指標」第63巻第11号，2016年9月
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被害後に相談した機関

「相談した機関がない者」が271名（53.0%）と多かった。
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被害者調査の結果から見えてきた実態

詳細：大岡他「犯罪被害者等の実態から見えてくる暮らしの支援の必要性」 「厚生の指標」第63巻第11号，2016年9月

被害者支援について感じていること

情報提供の必要性に絡むご意見：
 相談窓口を明確に告知して欲しい
 被害者の方がどのように保護してもらえるのかが、一般では知りえないので、
万一の時にすぐに支援を要請できない
 支援の制度にどのようなものがあるのかわからない。どこでどのように聞いた
らよいのかもわからない

など

被害者中心の対応にない社会へのご意見：
 加害者よりも被害者のほうが多大な負担を強いられる我が国の現状を打破
し、事件・事故以前と同じような生活が出来るような国家的支援が欲しい
 加害者が守られ、被害者がこまる、今の社会はおかしいと思います
 どうしても加害者の保護が中心になり、被害者への配慮がないような気がし
ます。逆転している立場を何とかしてほしいと思います

など

被害者調査の結果から見えてきた実態

詳細：大岡他「犯罪被害者等の実態から見えてくる暮らしの支援の必要性」 「厚生の指標」第63巻第11号，2016年9月

平成16年12月 犯罪被害者等基本法 成立

平成17年12月 基本法に基づき、犯罪被害者等基本計画策定

各施策（258施策）の実施開始

平成23年4月 第2次犯罪被害者等基本計画 策定

平成28年4月 第3次犯罪被害者等基本計画 策定

犯罪被害者等を取り巻く流れ

犯罪被害者から不満の声
・経済的⽀援が不⾜・医療福祉サービスの不⾜
・刑事⼿続きでの扱いに不満・⼆次被害の訴え

・⺠間を含めた⽀援体制が不⼗分・国⺠の理解が不⾜

犯罪被害者等基本法の概要

・相談及び情報の提供等（第11条）
・損害賠償の請求についての援助等（第12条）
・給付金の支給に係る制度の充実等（第13条）
・保健医療サービス及び福祉サービスの提供（第14条）
・安全の確保（第15条）
・居住及び雇用の安定（第16~17条）

・刑事に関する手続への参加の機会を拡充するための制度
の整備等（第18条）

・保護、捜査、公判等の過程における配慮等（第19条）
・国民の理解の増進（第20条）
・調査研究の推進等（第21条）
・民間の団体に対する援助（第22条）
・意見の反映及び透明性の確保（第23条）

第3次基本計画策定時の主な論点

被害が潜在化しやすい被害者への支援
→相談しやすい環境の整備 など

民間団体の活動促進
→行政機関等との連携・協力のための体制整備 など

地方公共団体における支援の充実促進
→総合的対応窓口の機能強化 など

犯罪被害者等の安全・安心の確保
→再被害の防止 など

加害者の損害賠償責任の実現方策
→民事上の責任の追及 など

犯罪被害者等に対する地方公共団体にお
ける総合的対応窓口の施策的位置づけ

「支援等のための体制整備への取組」に関して、地方公共団体における犯罪被害者等支援体制の整備が促進され
てきた。

第１次基本計画

第２次基本計画

第３次基本計画

市区町村においても窓口の設置が促進され、市区町村に総合的対
応窓口が整備

全ての都道府県に犯罪被害者等のための総合的対応窓口を整備

更なる体制整備の取り組みが求められている。
・総合的対応窓口の設置及び地域住民に対する周知の促進
・総合的対応窓口等の充実の促進
・地方公共団体における専門職の活用及びこれらとの更なる連携・協力の充実・強化
・地方公共団体における総合的かつ計画的な犯罪被害者支援の促進 など
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直近の行政の支援状況

犯罪被害者等に対する地方公共団体における施策の状
況（H31年4月1日現在,警察庁）

 犯罪被害者等に対する総合的対応窓口の設置状況は、
全国で１００%が設置済み（1721箇所）

 条例の制定状況は、29.1％（501箇所／1721箇所）。

 計画等の策定状況は、5.7％（98箇所／1721箇所）。

 見舞金の導入済みは、14.2％（244箇所）。

 貸付金制度導入済みは、0.6％（11箇所）。

平成30年版犯罪被害者白書

地方公共団体犯罪被害者等総合対応窓口
の実態（結果概要）

89.4%が兼務で担当。担当歴は1年未満、１-2
年未満が最多。

担当の職員数は、1人ないし2人が大多数

対人援助職の資格等を有する担当職員は約1割

警察との連携はまだ取れているが、司法、医
療、当事者団体との連携は弱い。

過去1年間、相談があった窓口は約2割

詳細は次のHPまで： 地方公共団体における犯罪被害者支援総合対応窓口調査報告書
くらしえん http://kurashien.net/

回収：計364件／1788 （回収率：20.3％）

地方公共団体調査の結果から見えてきた実態
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タテワリの支援枠組み地域格差

犯罪（特に性暴力）のタブー
被害者の偏見・誤解

語りにくさ

被害者支援を阻むもの

被害者のたらい回しへ

被害者の孤立へ

被害者の無援へ

ワンストップ支援の必要性

支援の

コーディネート
被害者支援センター

児童相談所

産業文化局

中央病院事務局

都市局

土木局

教育委員会

市民局

医療
精神科
産婦人科
小児科
小児外科
外科･泌尿器科

など

消費生活センター

健康福祉局

国民健康保険、市民第１課；死亡届

学校施設保全

住宅部；市営住宅入居

第3者行為による傷病届

生活保護、障害者・高齢者福祉、保健所
社協；ファミリーサポート

子ども支援局 子育て事業部；保育入所

産業文化局 労政課；労働安全衛生

学校教育部；学校事故

※局は、例としてご覧ください。

警察

医療機関

検察

法テラス

当事者団体

女性センター

カウンセリ
ング機関

保健所
精神保健福祉士センター

犯罪被害者等
総合対応窓口

や
民間被害者支

援団体

途切れない支援のために

被害者

弁護
士

医療

警察

民間支
援団体

検察

福祉

行政

自助Ｇ

途切れない支援

事件発生

被害直後から関係する機関が、緩やかにつながり、
被害者を中心に、協働しながら必要な支援を共に考えていく支援

生活全体を
見る視点

犯罪被害者等の権利回復に向けて

社会参加の場
（職場・余暇活動）

自尊心
の低下

社会の偏見

家事支援

医療の確保
（精神科／身体面の医療）

住居の確保

経済的
問題

人間関係の
不信・喪失
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ご清聴ありがとうございました。
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ご参考：「犯罪被害者等相談支援マニュアル
はじめて担当になったあなたへ＜行政職員編（第一版）＞」

冊子は下記のweb上からダウンロードできます。

HP: http://kurashien.net/ 
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性暴力被害
ワンストップ支援センターとやま

の状況と課題について

性暴力被害ワンストップ支援センターとやま

木村 なぎ
1

犯罪被害者週間 富山大会

2

Ⅰ 富山県の
被害者支援について

犯罪被害者等支援条例（平成２９年４月１日施行）

(目的)
犯罪被害者等支援について、基本理念を定め、並

びに県、県民、事業者及び民間支援団体の責務等を
明らかにするとともに、犯罪被害者等支援の基本と
なる事項を定め、犯罪被害者等支援に関する施策を
総合的かつ計画的に推進することにより、犯罪被害
者等が受けた被害の早期の回復及び軽減を図るとと
もに、犯罪被害者等を社会全体で支え、もって県民
が安心して暮らすことができる社会の実現に寄与す
ることを目的とする。

3

富山県の被害者支援

〇富山県犯罪被害者等支援条例
各種相談機関など48の機関・団体が参加
①協議会(代表者による会議）
②実務者会議(実務担当者による会議）
③検討会議

〇性暴力被害者支援4者協定締結
①富山県
②富山県警
③富山県医師会
④富山県弁護士会

性暴力被害
ワンストップ支援センターとやま

(略称：ワンストップとやま）

4

〇目的
性暴力被害者に、被害直後からの総合的な支援
（医療、相談・カウンセリング等の心理的支援、
捜査関連 の支援、法的支援等）を可能な限り
一か所で提供することにより、被害者の心身の
負担を軽減し、その健康の回復を図るとともに、
警察への届出の促進・被害の潜在化を防止する。

5

【暴力とは】

相手を「力」で「支配」すること

自分の思い通りに相手を

コントロール（支配）すること
◆身体的暴力◆精神的暴力◆経済的暴力◆性的暴力◆社会的暴力

夫婦や恋人の間でおきると「DV」「デートDV」

親と子の間でおきると「虐待」

友だち同士の間でおきると「いじめ」

職場の中でおきると「パワハラ」

国と国の間でおきると「戦争」

Ⅱ 性暴力について 性暴力とは・・・

6

身体の尊厳と性的自己決定を侵害するもの
国連「女性に対する暴力に関する立法ハンドブック」より

相手がだれでも
どんな状況でも
あなたがイヤと感じた性的行為は
すべて性暴力です。

「ワンストップとやま」リーフレットより
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7

Ⅲ 被害者の現状

・女性の約13人に1人は
無理やりに性交等された経験がある

・加害者の性別は、異性89.0% 同性3.7％

・加害者は
「警察に届け出しないだろう」
「おとなしそうに見える」等を被害者の選定理由にしている

・加害者は顔見知りが多い（「全く知らない人」は約1割）

男女間における暴力に関する調査報告書（平成30年4月）より

一般的には信じられている間違った思い込み
（強姦神話）が社会に蔓延している

内山洵子「性犯罪の実態 性犯罪実態調査をもとにして」警察学論集53巻より

精神的暴力

8

幾重にも重なる暴力

身体的暴力

性的暴力

性暴力は全ての
暴力を受けている

内閣府男女共同参画局HP
暴力の形態より

⇒「魂の殺人」

偏見による理不尽な
罪悪感、恥辱感等

9

性犯罪＝性暴力

性暴力

性犯罪

性犯罪は法律に規定
〇 13歳以上の場合（監護者等以外）

「暴行・脅迫」
「抗拒不能・心神喪失」の状態

↓
膣・肛門・口腔への性器の挿入
またはわいせつ行為が行われた

証明されなければ犯罪にならない

10

セクシュアル・コンセント

性的同意

性にまつわることについて

あいまいにせず、相手の意思を

互いに確認すること
ウィングス京都GENDER HANDBOOKより

【性的不同意を性犯罪としている国々】

国際人権NGOのヒューマンライツ・ナウより

11

性暴力・性犯罪の被害者及びその家族等

電話相談 （24時間365日）
面接相談
同行支援
支援のコーディネート
医療費公費負担制度

対象

支援内容

Ⅲ 性暴力被害ワンストップ
支援センターとやまについて

12

ワンストップとやま
相談受付状況

（平成30年4月～平成31年３月）

515件（延べ件数）

①電話相談 444件

②面接相談 50件

③同行支援 21件
医療機関、警察、学校
労働局雇用環境・均等室

対応総数
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ワンストップとやま
相談内容

（平成30年4月～平成31年３月）

内容 件数 比率
性虐待 104 20.2
強制性交等 100 19.4
セクハラ 71 13.8
強制わいせつ 65 12.6
内容不明 51 9.9
DV/デートDV 21 4.1
無言電話 12 2.3
性相談 3 0.6
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ワンストップとやま
相談受付状況

（平成30年４月～平成31年３月）

性別 年齢

0 10 20 30

不明

60歳代以上

50歳代
40歳代

30歳代

20歳代
10歳代

5.4

2.2

19.8

不明6.6
男性

14.2

女性79.2

17.7

23.1

16.3

15.5
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ワンストップとやま
相談受付状況

（平成30年4月～平成31年３月）

加害者との関係

被害から相談までの時間

知っている人 61.6％
知らない人 12.8%
SNSで知り合った人 4.9％

6ケ月以上 45.8％
72時間～6ケ月以内 27.1%
72時間以内 7.4％

16

相談先

男女間における暴力に関する調査報告書 （平成30年4月）より

56.10.6
0.6
1.8
1.8
3

3.7
13.4

25

0 10 20 30 40 50 60

どこ（だれ）にも相談しなかった

学校関係者

ワンストップ支援センター

医療関係者

民間専門機関

職場・アルバイト関係者

警察

家族・親戚

友人・知人

無理やり性交された被害の相談先
（複数回答）

女性58.9％
男性39.1％

17

相談した相手に傷つけられた
二次被害

ある
87.3

ない
9.1

無回答
3.6

【受けたことがある】
受けた相手 人（％）

近所の人から 56(58.3)
警察から 49(51.0)
弁護士から 39(40.6)
親戚から 38(39.6)
検察庁から 33(34.4)
職場から 29(30.2)
裁判所から 26(27.1)
マスコミから 25(26.0)
病院から 22(22.9)
役所から 17(17.7)
支援センターから 12(12.5)
被害者団体から 11(11.5)
その他 31(32.3)
無回答 1(1.0)

【誰から受けたか（複数回答）】

平成18年 被害者⽀援調査研究事業
社団法⼈被害者⽀援都⺠センター
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被害者を傷つける言葉

・なぜ一緒に行ったの
・あなたにもスキがあったんでしょ
・嫌だったらなぜ逃げなかったの
・なぜもっと早く相談しなかったの
・早く忘れなさい
・生きていただけよかったよ
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性暴力かも・・・

ひとりで悩まず

ご相談ください

24時間365日
なやみなく

☏ 076-471-7879

修一
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